
計量制度運営等貢献者の自薦書様式
（局長表彰）


[bookmark: _Hlk166688817]一般計量士又は環境計量士であって、計量制度の運営等に特に貢献したと自認する者（具体的には、計量管理に従事し、その普及に貢献した者、検定、検査など計量法の執行において計量行政に貢献した者及び計量制度の普及、広報等の計量行政に貢献した者など）は、添付の自薦書を記入して提出してください。

記

１．記載方法
　　記載例に従って記載すること。
　　また、6.(3)②、6.(5)①、6.(5)②及び6.(5)⑥（黄色マーカー）のうち、２項目以上は必ず記載すること。



令和８年○月○○日

その他の計量制度運営等貢献者自薦書



　計量制度運営等貢献者に自薦します。


記

	１．氏名
	
	

	　　（ふりがな）
	
	

	２．生年月日
	年　　月　　日
	

	　　令和8年11月1日現在年齢
	歳
	

	３．現住所
	〒

	

	　　連絡先電話番号
	
	

	４．主要勤務先名称
	
	

	　　所在地
	〒


	

	　　連絡先電話番号
	
	





	５．経歴（表彰要項第３項（１））
	

	職務履歴
	団体役員歴
	表彰歴
	

	
	
	
	

	


















	
	
	



	特許等
	公職
	産総研等研修講師
	全国計量行政会議
常設委員会委員
	

	６. (2) ①関係
	６．(5) ⑤関係
	６．(5) ③関係
	６．(5) ④関係
	

	
	
	
	
	

	（別表）
	






	
	
	





	６．具体的な貢献の内容
	

	(1)計量器関係事業の発展
	

	
	1 　企業における事業拡大（売り上げ以外の点も含めて）等に寄与したこと。
	

	
	
	

	
	②　計量標準の供給・維持、計量器の校正等に多年従事し、その普及に貢献したこと。
	

	
	
	

	
	③　計量関係団体等の活動において、組織の運営や財政の強化、事業内容の拡大強化、他都道府県の計量関係団体等との連携などに貢献したこと。
	

	
	
	

	
	④　計量標準（JCSS〈計量トレサービリティ制度〉等）関連事業に貢献したこと。
	

	
	
	

	
	⑤　計量証明事業に貢献したこと。
	

	
	
	

	
	⑥　上記①から⑤以外の計量器関連事業の発展に寄与したこと。
	

	
	
	

	(2) 計量器の発達、改善
	

	
	①　計量器の発明、考案又は改良については、特許又は実用新案等の取得があること。
	

	
	
	

	
	②　技能訓練センター等の講師等として、計量器の操作技能の指導に貢献したこと。
	

	
	
	

	
	③　企業内において卓越した技術を有し、指導的立場で技能の伝承に貢献したこと。
	

	
	
	

	
	④　上記①から③以外の計量器の発達、改善に貢献したこと。
	

	
	
	

	(3) 計量思想の普及
	

	
	①　社員教育等を実施することや講習会の講師等を務めることなどを通して、計量に係る人材の育成又は計量制度（計量単位、指定製造事業者、適正計量管理事業所、計量証明事業者、適正計量や計量管理など）の普及に努めたこと。
	

	
	
	





	
	②　計量士として、計量管理業務に従事し、その普及に貢献したこと。
	

	
	
	

	
	③　計量関係団体等が行う普及啓発事業（計量記念日のPRイベント、計量管理の講習会など）に関し、内容の企画、関係者との調整、事業の運営管理など、その実施に貢献したこと。
	

	
	
	

	
	④　上記①から③以外の計量器の発達、改善に貢献したこと。
	

	
	
	

	(4) 計量に関する研究
	

	
	①　校正方式や測定方法等の計量・計測に関する研究成果が、業界全体に幅広く利用されている計量器の機能の技術革新に貢献をしたこと。
	

	
	
	

	
	2 　計量関係団体等が行う調査、研究等の事業活動に参画し、貢献したこと。
	

	
	
	

	
	③　上記の①から②以外の計量に関する研究に優秀な成果を挙げたこと。
	

	
	
	

	(5) 計量行政の運営
	

	
	①　検定、検査など計量法の執行において計量行政に貢献したこと。
	

	
	
	

	
	②　計量制度の普及、広報などにおいて計量行政に貢献したこと。
	

	
	
	

	
	③　産業技術総合研究所計量研修センターや地方自治体などが行う計量に関する研修会、講習会等で、講師を務めたこと。（自薦者本人が所属する機関、団体が行うものを除く。）
	

	
	
	

	
	④　全国計量行政会議の常設委員会の委員として貢献したこと。
	

	
	
	

	
	⑤　計量行政審議会に関連して、業界や事業者の意見の取り纏めを行うなど、審議会の調査審議に貢献したこと。
	

	
	
	

	
	⑥　上記の①から⑤以外の計量行政の運営に貢献したこと。
	

	
	
	

	(6) その他計量の発展
	

	
	①　外国人を日本に受け入れて法定計量分野の技術指導を行うことや海外協力事業の一環で専門家として外国へ派遣されて技術指導を行うなど、国際的な計量の発展に貢献したこと。
	

	
	
	

	
	②　上記の（１）から（６）①以外のその他計量の発達に寄与したと認められること。
	

	
	
	




	６．の概要（200文字程度で）

	









（別表）

特許・実用新案等の一覧

特許・実用新案
	発明の名称
	取得年月日
	登録番号
	取得者（本人/企業）

	
	年   月   日
	
	

	
	年   月   日
	
	



記載上の注意
　特許又は実用新案等の取得がある場合は、その件名、取得年月日及び番号を、その他の場合はその内容を記載する。また、特許などの取得が自身に係るものは「本人」、自身の指示による企業などに係るもの又は企業などの指示よる自身に係るものは「企業」などと区分して記載することとし、計量関係以外のものは記載しない。
